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  2016 年においては、IAEA の専門家を講師とした講義とともに、日本開催の特徴を生かしつ

つ、多くの日本人専門家の協力を得て、福島第一原子力発電所事故の教訓、日本の原子力分野に
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て、関係省庁、大学、製造メーカ、電気事業者、研究開発機関が一体となって協力し合い開催す
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Since 2010, International Atomic Energy Agency (IAEA) has held the “Nuclear 

Energy Management School” so-called “IAEA-NEM” to develop future leaders who plan and 
manage nuclear energy utilization in their county.  
 Since 2012, Japan Atomic Energy Agency (JAEA) together with the Japan Nuclear 
Human Resource Development Network (JN-HRD Net), the University of Tokyo (UT), the 
Japan Atomic Industrial Forum (JAIF) and JAIF International Cooperation Center (JICC) 
have cohosted the NEM school in Japan in cooperation with IAEA. Since then, the school has 
been held every year, with the school in 2016 marking the fifth.  

In the 2016 NEM school, Japanese nuclear energy technology and experience, such as 
lessons learned from the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station accident, were provided 
by not only lectures by IAEA experts, but also lectures by Japanese experts and leaders in 
order to offer a unique opportunity for the participants from other countries to learn about 
particular cases in Japan. Opportunities to visit a variety of nuclear facilities were offered for 
the participants in the form of technical tours in Fukui and Kobe. 
 Through the school, we contributed to the internationalization of Japanese young 
nuclear professionals, development of nuclear human resource of other countries including 
nuclear newcomers, and enhanced cooperative relationship between IAEA and Japan. 
Additionally, collaborative relationship with JN-HRD Net was strengthened solidly through 
the integrated cooperation among ministries, universities, manufacturers and research 
organizations across the county by holding the school in Japan. 
 In this report, findings obtained during the preparatory work and the school period 
were reported in order to make a valuable contribution towards effectively and efficiently 
conducting future international nuclear human resource development activities in Japan. 
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Management School, Nuclear Knowledge Management 
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1. はじめに 
 

国際原子力機関（IAEA）は、世界各国において、将来、原子力エネルギーの導入及び利用を計

画・管理するリーダーとなることが期待される若手人材に、原子力に関連する幅広い課題につい

て学ぶ機会を与えるとともに、シニア層と若手人材間に存在する知識のギャップ解消に資するこ

とを目的とした「国際原子力機関－原子力エネルギーマネジメントスクール（International 
Atomic Energy Agency - Nuclear Energy Management School, 以下、IAEA-NEM スクール）」

を 2010 年から開催している 1)。同スクールは、2010 年 11 月にイタリアのトリエステで開催され

て以来、同地ですでに 6 回開催され、アラブ首長国連邦（UAE）、米国でも開催された。2016 年

は、南アフリカ、イタリア、日本、ロシアで開催されることになっている。NEM スクールの概要

を図 1-1 に示す。 
日本においても、IAEA や新規導入国等への国際貢献、国際的な人的ネットワークの構築への

貢献等の観点から、2012 年に原子力人材育成ネットワーク、日本原子力研究開発機構（原子力機

構）原子力人材育成センター、東京大学大学院工学系研究科原子力専攻、一般社団法人日本原子

力産業協会（JAIF）が協力し、IAEA の主催で第 1 回 NEM スクールを開催した。その後も継続

して毎年 1 回の頻度で開催してきたが、2014 年からは日本が運営の主体となったことから、

Japan-IAEA と冠することになり、主催ホスト機関として一般財団法人原子力国際協力センター

（JICC）が加わった。 
2016 年は、日本で第 5 回目の開催となり、スクールの第 2 週目を、様々なフェーズの原子力発

電所が立地し、プラント製造メーカにも近い福井県で開催することとした。このため、主催ホス

ト機関に公益財団法人若狭湾エネルギー研究センター（WERC）を新たに加え、7 月 11 日から 7
月 27 日までの約 3 週間、東京大学山上会館及び福井県敦賀市にある若狭湾エネルギー研究セン

ターで開催した 2)。スクール開催期間中の主な写真を付録 1 に示す。 
2016 年 Japan-IAEA 合同 NEM スクールの主な特徴として、以下の 6 項目を盛り込むことと

した。 
①日本の知見・良好事例を取り込んだ講義 
 例) 東京電力福島第二原子力発電所の事例、プラント製造メーカ 3 社によるプレゼンテーショ

ン 
②充実したテクニカル・ツアー 
 例) 関西電力大飯発電所、三菱重工業神戸造船所、敦賀原子力防災センター 
③よく検討されたカリキュラム 
  前半は原子力政策等の講義を中心に東京大学にて、後半は、学習した内容の理解を定着させる

ため施設見学を関西で実施、研修生自身で考えるためのグループワークで総括 
④スクールの質の管理 
 教育プログラムの具体化 
 入口（研修生の選考）と出口（最終試験）、教育プログラムの具体化 
⑤多彩なコミュニケーション、ネットワーク構築の機会 
 例) 高校生との英語での交流、卒業生との交流（同窓会） 
⑥アジア地域色 
 中国からの講師の招聘 
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図 1-1 NEM スクールの概要 

2. 原子力知識マネジメントと IAEA の関連活動

IAEA では、近年、原子力における知識マネジメントの重要性が急速に認識され始めてきてい

る。原子力知識マネジメント（NKM: Nuclear Knowledge Management）は、知識マネジメント

という経営工学的手法を原子力に応用するものである。

IBM のスノーデン（Dave Snowden）は、知識マネジメントを次のように定義している。「知識

マネジメントとは、知的財産を見いだし、最適化をはかり、実際に管理していくことであり、時

には人工物として保持されている明確な知識の形を取り、時によっては個人個人やコミュニティ

で保存されている暗黙の知識の形態と取る。」3)

また、元 IAEA 事務局長のモハメッド･エルバラダイは、原子力知識マネジメントには以下が含

まれるとしている。それは、「原子力従事者の後継者の育成」、「安全確保における過去の成功事例

を巧く適用していくこと」、そして「過去 60 年間に積み上げてきた原子力知識を活かしていくこ

と」と明言している 4)。

原子力知識とは、人と資金を長期に渡って投入した結果得られた知財であり、この管理がうま

く実施されないと人の高齢化（aging）とともに知識が散逸し、世代間ギャップによる知識と技術

の円滑な伝承が破綻する。このような危機意識の下に、どのようなアプローチと手法で知財を管

理していったら良いのであろうかという予防保全的な研究が世界の原子力関係機関などで始まっ

ている 5)。

( )

( )

( ) 2010
2012
2013
2014 &
2015 )
2016

( )
[ ]
[ ]
[ ]

( ) IAEA

( )

IAEA
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原子力知識マネジメントにおける差し迫った課題が aging 対策であり、IAEA のエネルギー局

（Department of Nuclear Energy）の原子力知識管理セクション（Nuclear Knowledge 
Management Section）は、その解決策の一環として NKM スクールや NEM（Nuclear Energy 
Management）スクールを立ち上げた。 
 NKM スクールは、原子力の知識をどう管理し伝承するかという人事管理や情報伝達のための

情報技術（IT）論に関するもので、原子力組織に勤務する NKM 実践者（Practitioner）を対象と

し、2004 年からイタリアのトリエステ（ICTP：International Centre for Theoretical Physics）
で毎年開催されてきている 6)。 
 これに対し NEM スクールは、若手向け原子力総合教育プログラムであり、原子力の知識の伝

承や教育、訓練等を含み、原子力エネルギー全般（原子力に関連する法令、原子力技術、原子力

安全、安全文化、原子力施設の許認可と規制、原子力のリスクと管理、原子力政策、過去の原子

力事故、核セキュリティ及び核物質防護等）に関するもので、原子力の Generalist 養成を目的と

し、それに適する若手原子力従事者を対象としている。2010 年からイタリアのトリエステで開催

（2016 年まで毎年）された後、日本（2012 年から毎年）、UAE（2012 年）、米国（2013 年）、ロ

シア（2016 年）、南アフリカ（2016 年）等でも開催されてきている。 
 IAEA の NKM セクションが両スクールを担当している理由は、原子力知識マネジメントが狭

義には IT 技術論とともに、広義には知識の伝承や教育、訓練を含むためである。 
 NEM スクールは、世界原子力協会（WNA）の世界原子力大学（WNU）Summer Institute7)の

目的や内容と類似しているが、WNU は長期で有料であるに対して、NEM スクールは短期で無料

といった特徴がある。 
 
 

3. 開催準備 
 
 2016 年 Japan-IAEA 合同 NEM スクールの運営体制、特徴、開催地ホスト機関によるスクー

ルの原案の検討、実行委員会の開催、それ以降の詳細計画の策定など、開催までの作業は以下の

通りである。 
 
3.1. 運営体制 

 
2016 年の Japan-IAEA 合同 NEM スクールの開催準備・運営にあたっては、原子力人材育成

ネットワーク 8)（図 3.1-1 参照）、原子力機構、東京大学、日本原子力産業協会、原子力国際協力

センター、及び若狭湾エネルギー研究センターが主体となり、付録 2 に示す日本側委員 18 名（行

政機関 3 名、大学関係者 3 名、製造メーカ 3 名、電気事業者 3 名、研究開発機関等 3 名、協会等

3 名）からなる実行委員会（以下、実行委員会）を設置して進めた。 
そして、IAEA-NEM スクールを担当している IAEA のエネルギー局（Department of Nuclear 

Energy）の原子力知識管理セクション（Nuclear Knowledge Management Section）のスタッフ

と連絡を緊密に取りつつ、2015 年 12 月 3 日、2016 年 4 月 25 日の合計 2 回、会合を開催して

様々な取り決めや協力の依頼、確認を行った（表 3.1-1 参照）。 
特に、原子力人材育成ネットワークは、図 3.1-2 に示すように、内部に実行委員会を設け、既存
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の国内人材の国際化分科会と海外人材育成分科会が協力し、国内のホスト機関及び IAEA と連携

して運営に当たった。

実行委員会の事務局およびスクールの準備（会場等の予約・事前準備、研修生および講師との

連絡・招聘手続等）に関する実務は、開催地のホスト機関が実施することとした。たとえば、ス

クール 2 週目の福井地区の実務については、若狭湾エネルギー研究センターが主体となって検討

を行なった。

図 3.1-1 原子力人材育成ネットワークの概要 
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図 3.1-2 原子力人材育成ネットワークにおける NEM スクールの位置づけ 

表 3.1-1 実行委員会 開催実績 
会議 日時 主な議事

第 1 回 平成 27 年 12 月 3 日 
13:00-14:30 
東京大学工学部 8 号館 

1) 運営体制の確認、IAEA との連絡状況

2) 今後のスケジュールについて

・全体の準備スケジュール

・研修生（国内外）募集開始日と準備

3) 募集開始に伴う準備

・募集対象国と招聘費用分担

4) カリキュラム案について

・会場案（宿泊地を含む）

・見学先、イベント、特別講師等の内容について

第 2 回 平成 28 年 4 月 25 日 
13:30-15:30 
東京大学工学部 8 号館 

1）開催計画の進捗状況について 
2）研修生募集について 

・外国人研修生の応募状況

 ・日本人研修生の募集について

3）カリキュラムについて 
4）施設見学について 
5）福井県高校生との交流活動について 
6）Group Project 及びメンター・サブメンターについて 
7）Alumni Association について 
8）日本原子力学会協賛と参加者 CPD 登録 

JAEA&JAIF/JICC

JAEA

JAIF

JAEA

JICCJAIF

:

IAEA
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3.2. スクールの原案作成 
 
 2015 年 Japan-IAEA 合同 NEM スクール終了後、開催地ホスト機関及び IAEA 担当者との反

省会において、2016 年における本スクールの日本開催について検討し、以下の通り進めていくこ

ととした。 
 
(1) 日本での開催意義 
原子力は国際化しており、技術者・行政官にも国際マネジメント力を必要とされる時代となっ

ている。原子力人材の国際化と国際的ネットワークの構築が重要となる。東京電力福島第一原子

力発電所の事故以降も、原子力人材育成の重要性は高まっており、またエネルギー政策や原子力

政策、施設の安全対策等に係るマネジメントの重要性が世界的に再認識されている。このような

中、日本をはじめアジア諸国等の次代を担う若手人材（政策・規制実施部門の担当者、プロジェ

クト企画・管理担当者、技術者・研究者など、将来のリーダーとなることが期待される人材）に

これらのマネジメントに係る基礎能力を醸成することを目的としている。東京電力福島第一原子

力発電所の事故からの安全への教訓、さらに高い安全文化の醸成、現場の経験、サイトの見学な

ど、本スクールを日本で行う意義は大きい。 
 
(2) 開催地 
スクールの 1 週目は、講師及び研修生の利便性を考え東京大学本郷キャンパス内の山上会館にて、

中盤は PWR 関連の原子力施設の多い関西地区（主に福井県敦賀市）へ移動し施設見学を中心に実

施し、最終週にまた東京大学山上会館に戻りグループワーク発表と最終試験を行うこととした。 
これまでの 4 回は、東の原子力研究開発先進地の東海村にて開催しており、見学先は BWR や

関連メーカが中心であった。よって、今回は西の原子力研究開発先進地の敦賀市開催とし、主な

講義会場を若狭湾エネルギー研究センターとするとともに、見学先も PWR や関連メーカ等とす

る。 
 

(3) 開催期間 
2016 年 7 月 11 日～7 月 27 日 
例年ラマダンの時期を外した、夏頃の開催とする。 

 
(4) カリキュラム 
 IAEA のカリキュラムを参考とし、福島第一原子力発電所事故での経験を含め日本独自の講義

を主に立案する。中国からの講師を招き、アジア地域での開催色を出す。作成したカリキュラム

を付録 3 に示す。 
 
(5) 研修生 
将来の原子力界をリードする若手の研究者、技術者、広報担当者、規制関係者などを対象とす

る。3 年以上の職務経験を持ち、学士相当あるいは学士以上の学位を持つ者。（原則 40 歳未満。） 
「新規原子力導入国等の人材育成」および「我が国の若手人材の国際化」のため、研修生の半数

を外国人、半数を日本人とする。従来の Japan-IAEA 合同 NEM スクールには約 40 名が研修生
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として参加していることから、外国人および日本人それぞれ約 20 名とする。 

(6) その他 
2012 年の第 1 回スクール以降、継続的に毎年スクールを実施しており、今後も同様に実施して

いく。

3.3. スクールの計画策定・開催準備 

2015 年のスクール終了後、開催地ホスト機関による事務局会合により、2016 年のスクールの

原案を検討し、実行委員会での議論に基づき、IAEA と協議しつつ、スクールの開催内容および準

備計画を策定し、開催に向けた準備を進めた。

3.3.1. IAEA との合意文書の交換 

スクールを日本で開催するにあたっては、2015 年 7 月に、開催地ホスト機関より IAEA に対

し、その年のスクールに対する協力への礼状を兼ねて、2016 年の開催についての文書（付録 4)を
送付するとともに、2015 年 12 月に了承の文書（付録 5）を受理し、スクールの主催機関や必要

経費、責任の分担・範囲などに関して IAEA と合意文書を交わした。また、IAEA からの了承の

文書に対しての、返信（付録 6）も行った。 

3.3.2. 研修施設および宿泊施設 

(1) 研修施設 
① 施設・機材等

1 週目と 3 週目は東京大学（山上会館）（写真）、2 週目は施設見学を中心とした「若狭湾エネル

ギー研究センター」(写真、福井県敦賀市)とし、7 月 11 日～27 日の約 3 週間のスクールを開催す

るとの案を第 1 回実行委員会に提案し、了承された。各会場は、2015 年 12 月頃から仮予約を行

った。施設の予約、機材の準備にあたっては、以下のように、講義、開講式・閉講式、ワークプロ

ジェクト等の実施内容を考慮した。

講義には、約 40 名の研修生とその他のオブザーバ等が参加する見込みであることを踏まえ、プ

ロジェクタ、マイク等が備えつけられており、40 名程度を収容できる部屋を確保し、ワークプロ

ジェクト実施のために、ホワイトボード等の備品を準備した。

 以上のほかに、事務局部屋または事務局スペース、講師等控え室、イスラム教圏からの研修生

のための礼拝用の部屋を確保した。東京会場には、資料の印刷・コピーのため、プリンタを準備

した。

② インターネット接続環境

ワークプロジェクトにおける情報収集などにもインターネット接続が必要であるため、研修生

および事務局など多人数がインターネットに接続することが想定されるため、東京大学及び若狭

湾エネルギー研究センターでは研修施設の無線 LAN 環境を整えた。 
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(2) 宿泊施設 
東京での宿泊については、日本人研修生を原子力機構が、海外研修生については、JICC が取り

まとめを行い、東京大学本郷キャンパス近くの、フォーレスト本郷の予約を、東京大学が行った。

2 週目の関西地区においても、同様に、原子力機構及び JICC が取りまとめ、チサンホテル神戸

と、敦賀マンテンホテル駅前の予約を若狭湾エネルギー研究センターが行った。敦賀マンテンホ

テルとスクール会場である若狭湾エネルギー研究センター間の移動は、チャーターバスを利用し

た。

(3) 公式ホームページ・ポスターの作成 
2014 年度から、東京大学で管理していたサイトを、原産協会に移管し、研修生の募集、プログ

ラム、研修生への事前連絡事項等の掲載を行っている。2016 年も、引き続き JAIF がサイトを管

理し、スクール開始後は、スクールの状況及び当日の写真などのアップロードを対応した。また、

研修生の募集のポスター（開催案内）についても、JAIF が担当した。（付録 7） 

3.3.3. 施設見学等の準備 

(1) 施設見学 
開催地の利点をいかし、施設見学を充実させた。

原子力関連施設の見学にあたっては、所定の様式に基づき来訪者情報を前もって施設側に連絡

する必要がある。多くの場合、2 週間前頃までには連絡が必要である。そこで、5 月上旬に研修生

が決定次第、研修生に施設見学に必要な情報の提供につき、依頼を発出した。見学先との調整に

ついては、今回は、全て関西地区での施設見学だったため、若狭湾エネルギー研究センターが対

応した。施設見学は、研修生 32 名のほか随行者等を含め、見学者数は約 40 名となることが見込

まれた。しかし、多くの施設では、管理区域内での移動などの都合から、一度に見学できる見学

者はおよそ 10～20 名に限られるため、グループ分けなどの調整も若狭湾エネルギー研究センタ

ーが対応した。

3.3.4. スクール開催案内の公表および研修生募集 

2016 年 1 月には、スクールの発起書（付録 8）を完成させ、1 月末にスクールの公式ホームペ

ージ（http://www.jaif.or.jp/en/nem/2016/）を立ち上げ、開催案内を HP 上に公開した。 
外国人研修生については、JICC が担当し、HP 以外にも、対象国の担当者に、E-Mail にて募

集について周知した。応募書類（付録 9）による応募締切り後、事務局会合にて、外国人研修生に

ついて審査した結果を、4 月 15 日に IAEA に送付し、その状況を、4 月 25 日の実行委員会にて

報告した。また、日本人研修生については、原子力機構が担当し、原子力人材育成ネットワーク

を通して応募書類（付録 10）による募集が行われ、5 月上旬頃に最終的な研修生を決定した（付

録 11, 付録 12）。 
なお、IAEA 費用負担国については、研修生の銀行口座へ事前に振り込む手続きの他に、外国人

研修生のうち、査証免除措置国・地域に該当していない国から参加する研修生は、必要書類を添

えて、自国の日本大使館で査証申請を行う必要があった。
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 この必要書類として、招聘理由書、滞在予定表、身元保証書、その他の必要書類（Invitation 
Letter など）などが必要となる。開催地ホスト機関である JICC がこの手続きを担当し、IAEA が

研修生を正式に決定した後に、これらの必要書類を準備し、原紙を外国人研修生に送付した。ま

た、JICC の予算により招聘する外国人研修生については、2016 年度予算が確定する 4 月以降に

決定することとした。 
これらの招聘準備などを要することから、日本人研修生よりも早期に募集・選定を実施する必

要がある。 
 
3.3.5. スクール開催直前の準備 
 
(1) 研修生用の資料等の準備 
 スクールのカリキュラム、宿泊施設・周辺の地図などのスクール参加中に必要となる情報につ

き記載した資料を印刷準備した。配布物の印刷については、原子力機構で取りまとめて、東京大

学原子力国際専攻・システム創成学事務室に送付し、必要部数の印刷をしていただいた。また、

研修生同士がお互いについて知り合えるように、各研修生の名札や座席表を準備した。 
 
(2) スクール会場準備 
 東京での会場の設営・準備は、東京大学が主に担当した。本年度においては、2 週目は敦賀市に

移動するため、それぞれの会場において、設営をする必要があった。開講日前日の午後に、開催

国ホスト機関のスタッフが、開講式会場及び東京での講義会場である山上会館の設営をし、マイ

ク、プロジェクタの作動確認、事務局用の部屋の準備、PC、プリンタ、事務用品、その他必要な

資材の搬入を実施した。2 週目は、会場を敦賀市の若狭湾エネルギー研究センターに移し、会場設

営、機材の搬入は、若狭湾エネルギー研究センターのスタッフが行った。東京及び敦賀会場共に

LAN の接続を可能とした。 
 研修生は、各自 PC を持参することとなっているが、事情があり持参できない場合は、東京会

場では、東京大学が、敦賀会場では、若狭湾エネルギー研究センターが貸出用の PC を準備した。 
 
(3) 研修生の送迎・受入 
 ほとんどの外国人研修生は、開講式前日に東京大学近くの宿泊施設に到着し、各自チェックイ

ンした。翌日の開講式の受付で、今後のスクールに関する資料や名札を渡した。また、日本人研

修生については、東京から関西への移動の際の新幹線代を開講式の受付けの際に徴収し、原子力

人材育成ネットワーク名で、領収書を発行した。7 月 12 日のスクール終了後に、旅行代理店の担

当者が山上会館まで来てくれ、直接研修生にチケットを渡した。外国人研修生（IAEA 費用負担

国・自費参加国）は、同日同会場にて、直接旅行代理店に支払い、チケットを受け取った。JICC
費用負担国の外国人は、旅行代理店への支払いは、別途 JICC が行うため、チケットのみを受け

取った。 
 
(4) その他 
 一般の方にも、広くスクールについて知っていただくため、7 月 1 日に、スクールの開催案内

および取材案内のプレス発表を実施した。ただし、研修生が本スクールに集中できるように、取
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材は東京での開講式、敦賀市でのグループプロジェクト（発表訓練）および高校生との英語での

交流に限定することとした。

4. スクールの開催状況

2016 年 7 月 11 日に Japan-IAEA 合同 NEM スクールを開講した（付録 13）。国内外より参加

した 32 名の研修生は、3 週間のスクールで、講義や施設見学を通して原子力を学び、グループワ

ークを通して議論を深めるとともに、コミュニケーションを通してお互いを知り、参加者同士の

国際的な人的ネットワークを構築する機会を得た。

4.1. 研修生 

(1) 国籍 
日本人 15 名、外国人 17 名が参加した。外国人研修生の内訳は、バングラデシュ、中国、チェ

コ、リトアニア、インドネシア、カザフスタン、韓国 2 名、マレーシア、ポーランド、サウジア

ラビア、タイ、トルコ 2 名、ベトナム 3 名であった。このうち、ベトナム 3 名、トルコ 2 名は原

子力国際協力センターが招聘し、韓国 2 名は自費負担であり、それ以外の 10 名は IAEA からの

支援により参加した。

日本人参加者は、電力 6 名（北陸電力 2 名、東北電力、中部電力、関西電力、日本原子力発電）、

メーカ 6 名（日立 GE ニュークリア・エナジー 2 名、東芝 2 名、三菱原子燃料 2 名）、原子力関

係機関 2 名（原子力機構 2 名）、防衛省 1 名であった。 
選抜にあたっては、「若手」、「専門・経験」、「優秀」であることが判断基準とされた。すなわち、

新規導入国若しくは原子力拡大国の次世代を牽引する若手人材であり、原子力専門もしくは原子

力関連業務経験を有し、優秀で将来有望な研修生が選ばれた（付録 12）。 

(2) その他 
研修生 32 名中、女性の数は 7 名(外国人研修生 6 名、日本人 1 名)であり、研修生の年齢は 27

歳から 50 歳で、平均年齢は約 32.4 歳であった。 

4.2. カリキュラム 

(1) 概要 
2016 年 Japan-IAEA 合同 NEM スクールのカリキュラムは付録 3 に示した通りである。 

第一週は講義をメインに東京大学山上会館にて、第二週は関西電力大飯発電所をはじめとした原

子力施設見学をメインに福井県敦賀市の若狭湾エネルギー研究センターで、第三週は再び東京大

学へ戻り山上会館でグループワークの成果発表や試験が実施された。講義はエネルギー計画・経

済、原子力インフラの導入、原子力法、原子炉・核燃料サイクル・廃棄物管理、人材育成など多岐

にわたり、講師は産官学から著名な講師を招いて行われた。施設見学では大飯発電所の他にも、

三菱重工業神戸造船所で蒸気発生器製作現場、敦賀原子力防災センターでは非常用物資備蓄室、
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原子力関連学習施設（あっとほうむ）では原子力に関連する学習・展示施設を視察し、原子力の

現状を学んだ。基本理念の構築と教育プログラムの具体化について図 4.2 に示す。グループワー

クは 3 回実施し、最終日前日に成果を発表した。その他、福井県では地元高校生との交流会でお

互いの地元を紹介しあい、レセプションも 4 回実施され、参加者や事務局､講師との親睦を深め

た。

図 4.2 基本理念の構築と教育プログラムの具体化 

4.2.1. 講義の概要 

(1) 講義 
基本原則と実例を学ぶことを目的として、エネルギー戦略、核不拡散、国際法、経済、人材育

成、環境などから講義総数 25 コマを実施した。 
IAEA からの講師としては、Chudakov 事務次長〔原子力エネルギー担当〕）による IAEA の役

割や加盟国の状況について、加えて、廃棄物処分、リスクコミュニケーション、原子力防災とい

った分野について IAEA の Huang 部長、Caruso 部長、廣瀬氏、他 4 名の講師を招き、国際機関

における議論の積み重ねの結果として形成されてきた原理原則について講義していただいた。ま

た、中国核工業建設グループの Deng 氏による中国における現在の原子力エネルギー事情につい

て講義していただいた。
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日本の講師としては、原子力委員会､東京大学､福井大学､政策研究大学院大学、福井県､原子力

安全推進協会､国際協力銀行（JBIC）､プラント製造メーカ 3 社､電力会社 2 社､原子力機構等の各

分野における専門家に講義をしていただいた。具体的には、開催初日に原子力委員会の岡芳明委

員長（東大名誉教授）に原子力利用の歴史の講義に加えて、国際的に良好事例を共有すべく多様

な講師から講義をしていただいた。特に原子力施設の導入に関する様々な側面について、電力事

業者や製造メーカはもとより、地元自治体（福井県）からも講義いただいた。世界中で原子力新

設に携わった経験を持つ人が減少しているという現状を踏まえると、非常に重要なことであり、

リーダーシップという観点では、東北地方太平洋沖地震時の福島第二原子力発電所長でもあった

東京電力ホールディングス福島第一廃炉推進カンパニープレジデントの増田尚宏氏に、自身の経

験も交えて講演いただいた。

(2) 各講義の概要 
1) 原子力の利用

講師は原子力委員会の岡委員長が担当した。原子力を巡る様々な課題について講義を行った。

その主な内容は、エネルギーと環境（地球温暖化）、原子炉の種類（軽水炉、重水減速炉、黒鉛減

速炉、液体金属冷却高速炉）、確率論的安全評価（PSA）やデジタル制御等の軽水炉技術の進捗、

高速炉開発や再処理技術、深地層処分等の核燃料サイクルを巡る様々な課題、日本における原子

力研究開発、原子力安全、安全文化と原子力規制、核不拡散と保障措置、東京電力福島第一原子

力発電所事故とその教訓に基づいた新基準、リスクコミュニケーション等である。最後に、2016
年 5 月 26 日～27 日に開催された伊勢志摩サミットでの G7 声明について紹介した。 

2) IAEA 参加国が原子力を安全に継続的に使用するための IAEA の支援

講師は IAEA の Chudakov 事務次長が担当した。まず、IAEA の活動分野として、原子力技術

とその応用、原子力安全とセキュリティ、保障措置と検認があることについて紹介した後、世界

のエネルギー事情について説明した。その中で、2016 年現在、世界中で 446 基の原子力発電所が

稼働中で、その総発電量は 388GW であること、63 基が建設中で、その 2/3 はアジアであること

が紹介された。続いて、原子力を今後導入する国々に対する IAEA の支援として、原子力導入に

必要となる知識を提供すること、最初の原子力発電所導入を支援すること、原子力発電所の安全

な運転管理を支援すること等があることを紹介し、そのための主要な活動として原子力エネルギ

ーマネジメントスクールを開校し、必要な知識や良好事例を提供しているといった基調説明がな

された。

3) 原子力関連法令入門

講師は IAEA の Mr. Tonhauser が担当した。講義では、IAEA の設置目的、役割等について紹

介した後、原子力利用の安全に関する条約として、原子力安全条約、放射性廃棄物等安全条約、

早期通報条約、相互援助条約、損害補償条約等について関連各国と条約締結を進めていること、

必要な安全基準類を策定していることを説明した。また、核物質防護に関する枠組みとして、1979
年に採択され 1987 年に発効した核物質防護条約（CPPNM: Convention on the Physical 
Protection of Nuclear Material）、同条約の改定の経緯、2005 年に発刊した核物質の物理的防護

に関するセキュリティ勧告文書（INFCIRC225 Rev.5）、及び 2016 年 5 月に発効した改訂版核物
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質防護条約について説明した。さらに、IAEA が実施する保障措置／核不拡散について紹介した。 

4) 原子力安全の基本

講師は東京大学の村上氏が担当した。原子力安全に関する重要な概念について説明した。前半

は、放射線安全の観点から重要な概念を紹介した。始めに、一般的な安全対策において離隔が重

要な因子であることが説明され、我々が普段から最適化（Optimization）や等級別扱い（Grated 
Approach）といった行為を行っていることを示した。次に、原子力安全の目的が、人と環境を放

射線の有害な影響から保護することであることを強調し、放射線によるリスクの種類の性質と分

類を行った。そして、リスクを伴う活動を行うには正当性（Justification）が求められることを強

調し、最後に線量限度の考え方を説明した。後半は、原子炉安全の観点から重要な概念を紹介し

た。深層防護（Defense in Depth）の 5 つの層についてひとつずつ説明するとともに、深層防護

と外的・内的な誘因事象（Initiator）、設計基準事象（Design Basis Event）の関係を整理した。 

5) 核セキュリティ及び核不拡散、保障措置

講師は原子力機構の野呂氏が担当した。原子力の 3S（Safety（安全）、Security（核セキュリテ

ィ：核テロ対策）、Safeguards（保障措置／核不拡散））について説明した後、核燃料物質と核燃

料サイクル技術は原子爆弾製造に転用可能であるため、核燃料物質の闇市場取引やテロリズムの

脅威を低減すること、原子力の平和利用を更に増大させることが核不拡散と保障措置の目的であ

ると説明した。続いて、IAEA が実施している核査察の手法や方法等について紹介した後、核セキ

ュリティのための世界的な取組み、核セキュリティ文化の必要性、アジア地域を中心とした人材

育成・基盤整備支援を行う原子力機構の核不拡散・核セキュリティ総合支援センター（ISCN）の

活動について紹介した。

6) 世界的なエネルギー市場及び原子力の役割

講師は政策研究大学院大の根井教授が担当した。最初に、経済協力開発機構（OECD）内に設

置された国際エネルギー機関（IEA: International Energy Agency）が活動目標としている 4 つ

の E、すなわち、エネルギー安全保障の確保（Energy Security）、環境保護（Environmental 
awareness）、経済成長（Economic development）、世界的なエンゲージメント（Engagement 
worldwide）について紹介した。続いて、日本のエネルギー政策として、2002 年に制定された「エ

ネルギー基本計画」、その基本方針である 3E+S、すなわち安定供給確保（Energy security）、経

済性（Economy）、環境保全（Environmental conservation）＋安全（Safety）について紹介し、

特定のエネルギー源に依存することなく、多様なエネルギー源を組み合わせることが必要である

ことを説明した後、各国のエネルギーミックスの過去・現在・未来について紹介した。他のエネ

ルギー源（特に化石燃料）との関係で原子力エネルギーを考えることの重要性を強調した。

7) 放射性廃棄物管理

講師は IAEA の Mr. Gordon が担当した。放射性廃棄物の処分に係る IAEA の様々な活動や直

面している課題等について講義した。まず、IAEA における放射性廃棄物の区分について説明し

た後、処理の基本的な考え方として、廃棄物の減容化、放射能レベルの低減、組成変化が重要で

あり、気体・液体・固体廃棄物のそれぞれの処理方法を、前処理（放射能レベルを下げるための
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一時保管や希釈）の重要性とともに説明した。また、廃棄物の減容化では、たとえば、設計段階

から考慮する等、総合的な管理システムの必要性を講義した。続いて、廃棄物処分に係る事業者、

規制者、政府、国際機関の役割を説明した後、IAEA の安全基準の階層構造や廃棄物処分に関係す

る基準類を紹介した。放射性廃棄物管理が現実的に可能であることを示すことに焦点を置いた。 
 
8) 廃止措置管理 
講師は福井大学の柳原教授が担当した。講義では、原子力発電所の設計から廃止措置までのプ

ラントライフ、廃止措置とは何か、配置措置の内容と技術開発、廃止措置に係る安全規制、日本

における廃止措置計画等について説明した。特に、廃止措置では、運転中に使用した燃料を搬出

するとともに、配管内などに付着している放射性物質の除去や、放射性物質の量を減少させるた

め安全に貯蔵するなどして、放射線に関する規制を遵守しながら施設の解体を進める必要がある

こと、廃止措置の工程は 20～30 年の長期にわたり、計画的に進める必要性などを説明した。最後

に、我が国における廃止措置として、原子力機構の動力試験炉（JPDR）、東海発電所、ふげん、

浜岡原子力発電所 1～2 号、福島第一原子力発電所 1～6 号等における現状を紹介した。 
 
9) 安全文化とレジリエンス 
講師は原子力安全推進協会（JANSI）の倉田氏が担当した。まず、安全最優先の価値観を全体

として共有する安全文化の考え方は、1986 年に発生したチェルノブイリ事故の原因の調査と検討

の結果をきっかけとして生まれ、その定義は、『原子力施設の安全性の問題が、全てに優先するも

のとして、その重要性にふさわしい注意が払われること』が実現されている組織・個人における

姿勢・特性を集約したものであると説明した。続いて、安全文化の評価項目、安全マネージメン

トシステム、自己点検のための質問、安全文化劣化の兆候、総合マネージメントシステム、安全

文化の評価と向上計画支援等について紹介した。さらに、安全文化は氷山モデルで表現でき、海

表面に出ている僅かな部分（従業者の行動）から、海面下の状態（潜在意識）を把握することの

必要性を説明した。最後に、レジリエンス（回復力）は安全文化に取って代わる概念になるかも

しれないと結んだ。 
 
10) 調達と供給の連鎖管理 
講師は東芝の久保氏、日立 GE ニュークリア・エナジーの真木氏、三菱重工業の七田氏が担当

した。東芝の久保氏は、調達管理の必要性と調達の各課程（計画、供給側評価、調達文書、入札と

落札、監視とコミュニケーション、調達物の受け取りと点検、供給側不適合と補正処理、孫請け

供給業者、その他）について講義を行った。日立 GE ニュークリア・エナジーの真木氏は、調達

におけるリスクに関して、日立 GE ニュークリア・エナジーが経験した失敗（製品の寸法が仕様

と異なる）を事例に、原因と教訓（仕様はできるだけ正確に記載し、請負業者と良好な関係を構

築する必要性）について講義した。三菱重工業の七田氏は、IAEA の安全文化について説明した

後、調達と供給の連鎖管理に安全文化を導入し、請負業者と良好なコミュニケーションを構築す

ることにより、結果的に調達物の品質が向上すると講義した。 
 
11) リスクコミュニケーションと関連機関のパブリックアクセプタンス 
講師は IAEA の Ms. Tigerstedt が担当した。まず、関連機関との関係構築は、IAEA が設定し
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た、原子力の導入に関するフェーズ 1～3 にある全ての国において取り組むべき 19 の課題の一つ

であることを説明した。続いて、関連機関との関係構築の手法として、関連機関との信頼関係の

構築、説明責任を果たすこと、関連機関との関係構築の目的理解、関連機関の課題や心配事を理

解しておくことの必要性、実施内容の公開性及び透明性の確保、関連機関との関係構築の手法や

手法改善を理解しておくことの必要性について説明した。続いて、これらを達成するために、リ

スクコミュニケーション（リスクに関する正確な情報を関係者が共有しつつ、相互に意思疎通を

図る）の手法が有効であると説明した。 
 
12) IAEA のマイルストーン手法 
講師は IAEA の Mr. Kovachev が担当した。IAEA におけるマイルストーン手法について、ビ

デオ講義として実施した。すなわち、原子力発電新規導入国の導入段階を 3 段階のマイルストー

ンフェーズ 1（原子力発電導入の知見集積段階）、フェーズ 2（初号機の入札段階）、フェーズ 3（初

号機運転開始と運転継続段階）に区分するとともに、当該国の原子力発電計画実施機関（NEPIO）

が検討・実施すべき項目として、以下の 19 項目（1.導入実施機関の国家的位置付け、2.原子力安

全、3.管理体制、4.資金調達、5.立法作業、6.保障措置、7.法規制、8.放射線防護、9.送配電網、10.
人材養成、11.投資家・利害関係者の関与、12.サイト・補助施設、13.環境保全、14.緊急事態対応

計画、15.安全確保と核物質防護、16.燃料サイクル、17.放射性廃棄物管理、18.産業、19.調達）を

挙げ、それらの詳細について解説した。 
 
13) エネルギー部門における JBIC の資金調達 
講師は国際協力銀行（JBIC）の宮口氏が担当した。まず、JBIC は日本政府 100%出資の特殊銀

行であること、その業務として、日本にとって重要な資源の海外における開発及び取得の促進、

日本の産業の国際競争力の維持・向上、地球温暖化の防止等の地球環境の保全を目的とする海外

における事業の促進、国際金融秩序の混乱の防止またはその被害への対処を行うと説明した。海

外事務所は 16 か所あり、このうち、シンガポール事務所はアジア・大洋州、ロンドン事務所は欧

州・アフリカ・中東、ニューヨーク事務所は米州の地域統括事務所となっている。講義では、2016
年現在 JBIC が資金を調達しているエネルギー分野のプロジェクト、特に再生エネルギーや原子

力発電所建設計画などに加え、日本貿易保険（NEXI）と JBIC の連携などについても言及した。 
 
14) 原子力プロジェクトの管理 
講師は東京電力の穴原氏が担当した。講義では、IAEA のマイルストーン 3（初号機運転開始と

運転継続）段階までの管理の詳細として、東京電力の場合を事例に、原子力発電所の建設管理に

おける主要な事項について説明した。建設管理は、基本計画、許認可対応管理、発注・調達管理、

設計管理、建設工程管理、製造・設置管理、試運転管理からなると説明し、それぞれについて、東

京電力の BWR や ABWR の事例を用いて解説した。最後に、原子力発電所の建設を工期内・予算

内に進めることが重要であり、そのためには、実績ある技術（proven technology）の採用と、電

気事業者によるきめ細かなプロジェクト管理（建設事業者間の調整を含む）が必要であると締め

くくった。 
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15) 原子力工学に関する教育及び管理 
講師は IAEA の広瀬氏が担当した。まず、原子力知識管理について、スノーデンの定義（知的

財産を見いだし、最適化をはかり、実際に管理していくこと。知的財産の形態として、人工物と

して保持されている明確な知識、または個々人やコミュニティで保存されている暗黙の知識があ

る。）を説明し、その対象は原子力従事者の後継者の育成や、安全確保において過去の成功事例を

適切に適用すること、これまでに積み上げた知識全般を活かしていくことであると説明した。続

いて、IAEA の教育活動（原子力スクール、原子力版 MBA、e-ラーニング等）について紹介した

後、アジアまたは欧州地域、及び国家間で形成されつつある原子力人材育成ネットワークについ

て説明した。最後に、2016 年 11 月 7 日～11 日に IAEA で開催される第 3 回原子力知識管理に関

する国際会議について紹介した。 
 
16) 緊急時のリーダーシップ：東北地方太平洋沖地震時の福島第二原子力発電所の経験と教訓 
講師は東京電力ホールディングス福島第一廃炉推進カンパニープレジデントの増田尚宏氏が担

当した。津波直後のプラントや職員の対応、得られた教訓等について講義を行った。福島第二原

子力発電所も地震・津波の被害を受けたが、炉心損傷に至ることなく全号機の冷温停止を達成し

た。その要因は、地震・津波の後も外部電源等、交流電源設備が使用可能であり、原子炉を冷や

すことができたことによる。一方で、海水ポンプが津波で損傷し、最終ヒートシンクを喪失した

が、海水ポンプを必要としない系統（原子炉隔離時冷却系や復水補給水系）を活用しつつ、臨機

応変に圧力容器や格納容器の冷却を進め、その間に海水ポンプのモーター交換や仮設ケーブルの

敷設を行ったこと等を説明した。得られた教訓として、自然災害に対する防護策の強化、レジリ

エンス（回復力）の必要性、格納容器フィルタベントの設置、緊急時における交通手段の確保、

現場指揮官のリーダーシップ発揮等を挙げた。 
 
17) リスクと規制 
講師は東京大学の村上氏が担当した。前半では、独立した規制機関を構築する方法に関する基

本的な考え方を紹介した。始めに、原子力安全の目的に則って、維持されるべき安全機能や深層

防護とリスクトリプレット（リスクを単に頻度と影響の掛け算ととらえるのではなく、シナリオ

の重要性に着目する考え方）の関係について説明した。次いで、規制機関の役割（基準の策定、

審査、検査、防災）について概略してから、マイルストーンアプローチに則って規制機関をどの

ように構築していくかを論じた。また、日本における規制機関と規制基準の改変についても説明

した。後半では、科学的知見に基づく規制基準の策定方法に関する基本的な考え方を紹介した。

規制機関は確率論的評価を用いてリスクトリプレットに基づいた規制基準を設定するべきであり、

その例として日本の新規制基準が紹介された。ただし、確率論的評価は評価者による不確実性が

大きいことから、リスクの数値自体を規制要件にすることは限定すべきとした。一方、決定論的

評価では非現実的だが生じる可能性のある多様な事象を包絡するシナリオが考えられており、評

価結果の数値を規制要件にすることが可能であるとした。最後に、安全評価結果に基づく規制機

関の仮想的な行動例を幾つか提示し、上記の考え方に基づいて、正しい行動がとられているか否

かについて受講生が議論した。 
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18) 緊急時対応計画の基本 
講師は IAEA の Mr. Vilar Welter が担当した。IAEA の安全基準に従って原子力施設事故時の

対応計画について講義した。まず、敷地外における緊急時重点区域に関して、予防的防護措置を

準備する区域（PAZ）や緊急時防護措置を準備する区域（UPZ）、拡大計画距離（EPD）、飲食物

摂取及び日用品計画距離（ICPD）について説明するとともに、緊急事態区分とその判断基準とな

る EAL（緊急時活動レベル）、各防護措置とその判断基準となる OIL（運用上の介入レベル）に

ついて説明した。また、TMI-2 事故や福島第一原子力発電所事故の事例を引用しながら、緊急時

の放射線モニタリングは誤差が大きいこと、風向は絶えず変わるため緊急時に風下は実質的に存

在しないこと、線量予測モデルの結果は事前計画を立案する際や事後の評価に用いるべきで、事

故直後の防災計画立案等には使用すべきではないと強調した。 
 
19) 中国における原子力エネルギーの現状 
講師は中国原子力工学・建設グループ会社の Deng 博士が担当した。中国の原子力発電開発は

3 段階からなり、軽水炉の開発、高速増殖炉の開発、最終的に核融合炉の開発を目標としている。

中国の軽水炉開発は加圧水型軽水炉（PWR）が中心であり、海外の技術と資金を導入し、原子力

技術の自主開発、海外炉の導入・改良・国産化を同時に進行させてきている。すなわち、これま

でに輸入したカナダの CANDU 炉、ロシアの VVER、米国の AP1000、欧州の EPR などの技術

を中国内で”消化・吸収”した後、自主設計による先進炉 HPR1000 や CAP1400 を開発するとして

いる。福島第一原子力発電所事故後、安全性への懸念が拡がり、海岸立地の原発建設への影響は

報告されていないが、内陸立地については、計画が一時的に凍結されたとのことである。 
 
20) 原子力燃料の調達 
講師は関西電力の金沢氏が担当した。電力事業者における燃料調達の流れと、関連するビジネ

スのあらましを示した。フロントエンドの各プロセスを紹介するとともに、燃料を安定的に調達

するために、それぞれのプロセスに対して電力事業者がどのように関与しているかを示した。ま

た原子力分野の若手実務家が海外の同業者と交流することがどのように業務に役立つかを、講師

自身が World Nuclear University Summer Institute へ参加した経験をもとに紹介した。 
 

21) 原子力人材育成ネットワーク 
講師は原子力機構兼 JICC の山下氏が担当した。原子力機構の原子力人材育成センターが行う

アジアとの国際協力について、講師育成事業の講師育成研修（ITC）、フォローアップ研修（FTC）

及び原子力技術セミナーについて説明した。続いて、日本の原子力人材育成ネットワークの設立

目的、参加機関、主な活動等について紹介するとともに、ネットワークの参加機関が個別に行っ

ている海外人材育成活動や IAEA と共同で実施する国際人材育成セミナー等について紹介した。

最後に、これから原子力導入を計画している国々は、日本のネットワークを参考にしつつ、それ

ぞれの状況を踏まえ、独創的かつ効率的な原子力人材育成ネットワークを構築する必要性を強調

した。 
 
22) 地域経済における原子力発電所導入の効果 
講師は福井県の吉川氏が担当した。福井県の場合を事例として、原子力発電所を有する地域の
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方が、就業者数や事業所数が増加すること、特に事業者数の増加は、福井県全体では全国平均を

下回っているが、原子力発電所を有する地域では全国平均を上回っていること、これらの傾向は、

有効求人倍率や完全失業率などからも裏付けされることを示した。また、福井県が毎年受け取る

核燃料税や原子力発電所の立地に伴う交付金等について紹介し、それらは、公共施設の整備や水

道事業、道路の舗装事業、あるいは病院などの福祉事業、住民理解の向上、企業の誘致や振興、

観光産業、電力料金への還元等に使用されていることを紹介した。最後に、福井県は、地域の発

展と原子力の理解の促進に努め、地域と原子力の共生を目指していると結んだ。 
 
23) IAEA の安全基準及び原子力安全に関する活動計画 
講師は IAEA の Mr. Caruso が担当した。IAEA における原子力安全向上への取り組みについ

て、安全基準の発行を中心に紹介した。1996 年以降、IAEA は従来のボトムアップ型の基準策定

から転換し、必要とされる全ての領域を包含する統合された安全基準の発行に取り組んできたこ

とを説明し、IAEA Safety Series の構造や、現在までの発行状況を紹介した。IAEA の安全基準

を各国が自国の規制基準等に反映することにより、世界的に調和のとれた最新の安全対策を実現

することを目指していることを説明し、基準化のためのポリシーを示した。また、IAEA の原子力

安全に関するアクションプランを紹介した。脆弱性の評価や原子力防災の強化、安全基準のロー

リング（更新・改訂）といった国際的な活動や、日本における IAEA のミッション等を紹介した。 
 
24) 原子力エネルギーの現状と将来 
講師は IAEA の Mr. Huang が担当した。講義では、現在、世界中で稼働中または建設中の商用

原子力発電所の数、発電容量、及び目的別の研究炉の数と稼働率の現状について紹介するととも

に、世界の各地域における原子力エネルギーの現状と将来の増加予測（楽観的評価と悲観的評価）

について説明した。今後、アジアの極東地域で原子力発電所の数が増えそうであるとする予測結

果を示した。また、原子力エネルギーが地球の温暖化に及ぼす影響、世界のウラン埋葬量及びエ

ネルギーミックスの予測について紹介するとともに、IAEA が定めた 17 項目の継続的発展目標

（SDGs: Sustainable Development Goals）や第 1 世代、第 2 世代、第 3 世代、第 3 世代+及び

第 4 世代原子炉の炉型や新しい技術等について講義した。 
 
25) 福島第一原子力発電所事故の教訓 
講師は東京電力ホールディングスの稲垣氏が担当した。まず、2011 年（平成 23 年）3 月 11 日

午後 2 時 46 分に発生した東北地方太平洋沖地震が発生したこと、地震から約 1 時間後に遡上高

14 - 15mの津波に襲われた東京電力福島第一原子力発電所は、1-5号機で全交流電源喪失が起き、

原子炉を冷却できなくなった結果、1 号炉・2 号炉・3 号炉で炉心溶融（メルトダウン）が発生し、

大量の放射性物質の環境中放出を伴う重大な原子力事故に発展したことを説明した。同氏は、事

故が起きた際、福島第一原子力発電所 1-4 号機の保全課長であり、同氏の生々しい記憶や経験と

ともに、シビアアクシデントに至ったプラントの困難な状況を報告した。また、講義の後半は、

事故から得られた教訓について説明を行い、深層防護の強化、自然現象等に対する防護策の強化、

確率論的リスク評価結果の更なる利用、継続的改善や自ら問いかける姿勢の重要性、Incident 
Command System の導入等について言及した。 
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4.2.2. グループワーク 
 
(1) 目的 
国籍、文化、専門性など、多様なバックグラウンドを有する研修生に垣根を超えた実践的なチ

ームワークが必要とされる共同活動を経験させることにより、国際的なコミュニケーション能力

の醸成に資することを目的として、発表訓練とグループプロジェクトを行った。 
 
(2) 発表訓練 
敦賀市において、日本を含む参加 14 か国のエネルギー事情について、2～3 名ずつのチームに

分かれてプレゼンテーションを行い、お互いに説明の分かりやすさを評価し、採点、順位付けを

実施した。プレゼンテーションでは、聴衆として海外の一般大衆を想定し、各チーム 3 分以内、

スライド 3 枚以内という条件で行った。 
 
(3) グループプロジェクト  
 東京大学大学院工学系研究科の大澤研究室の協力により、錯綜した情報から課題を抽出する手

法として「Date Jacket を用いた市場型ワークショップ（Innovators Marketplace in Data Jackets 
以下、IMDJ）9), 10)を用いて、「原子力を用いた継続的発展のための新しい提案」というテーマに

関して、潜在的な課題の特定を行った後、原子力の PA 等に関する解決方法をクループ毎に議論

し、議論の過程と結果を最終回に発表した。この手法の基本的な考え方は、入力として与える様々

な文章中のキーワードの頻出頻度から、各キーワードとその繋がりを 2 次元的に示すものである。

各グループが議論する課題は、その結果に基づき、各グループの判断で一つに絞り込む必要があ

る。その際、疑似紙幣（Monkey Money）などを用いて投票を行うなど、研修生が飽きないよう

な工夫を行った。 
 
4.2.3. 施設見学 

 
① 実施状況 
 第 2 週に合計 7 事業所の施設を見学した。7 月 19 日は、三菱重工業神戸造船所（日立 GE ニュ

ークリア・エナジー、東芝の関係者は若狭湾エネルギー研究センター、日本原子力発電敦賀総合

研修センター及び原子力緊急事態支援センター）、7 月 20 日は敦賀原子力防災センター及び関西

電力大飯発電所、7 月 21 日は、あっとほうむの見学を行った。（表 4.2.3-1,2,3,4）今回は、事前見

学が全て関西地区だったため、見学先との調整は、主に若狭湾エネルギー研究センターが行った。 
 
② 注意点（事前登録、身分証明書、写真撮影） 
 施設見学時には、施設への立ち入りの際に写真付公的身分証明書（パスポートなど）の提示が

必要となり、所持していない場合に見学できない。そのため、見学時に忘れないように繰り返し

アナウンスを実施した。 
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表 4.2.3-1 施設見学 
日付 見学先 見学内容 

7 月 19 日 

三菱重工業神戸造船所 蒸気発生器

製作現場 シミュレーター 作業員訓練施設

若狭湾エネルギー研究セ

ンター 加速器（照射室） 
（日立・東芝関

連の研修生が参

加） 
日本原電敦賀総合研修セ

ンター及び原子力緊急事

態支援センター 

研修訓練施

設 
緊急時用ロボッ

ト訓練施設 

7 月 20 日 
敦賀原子力防災センター

研修訓練施

設 
非常用物資備蓄

室 プレスルーム 

関西電力大飯発電所 燃料プール タービン・発電

機 中央制御室 

7 月 21 日 あっとほうむ 原子力関連学習・展示施設を視察 
 

表 4.2.3-2 三菱重工業神戸造船所（7 月 19 日開催）（1/2） 

Technical Tour 
 

Mitsubishi Heavy Industry Kobe shipyard 
19 July, 2016 

 
Itinerary 
8:30  gather in lobby of Chisun Hotel Kobe 
  Please check out from the hotel before getting on the bus. 
Please finish your breakfast getting on the bus. 
Please pay 1,000 yen for WERC secretariat 
8:45 -      move to MHI Kobe shipyard 
9:00        arrive at MHI Kobe shipyard 
9:00 -      introduction of MHI 
9:30 -      facility visit 
- Steam generator factory 
- Maintenance Training center 
- Nondestructive evaluation center 
- Nuclear power station Simulator 
- Showroom 
12:00       lunch break 
   The person of the Islam can pray in this time. 
   A small room for praying is prepared. 
13:00       leave MHI Kobe shipyard by bus. 
16:30 arrive at new sanpia tsuruga for lecture and reception party. 
 
Simple guidance 
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表 4.2.3-2 三菱重工業神戸造船所（7 月 19 日開催）（2/2） 
This facility is the base of the energy apparatus production of Mitsubishi Heavy 
Industry. Main products: nuclear plant component etc. 
 
Notice 
- Please pay 1,000 yen for lunch at Mitsubishi Heavy Industry. 
- Please do not be late for the gathering time. 
- Taking photographs in this area is prohibited. 
- Smoking in this area is prohibited. 
- Please wear comfortable clothes on Technical Tour. To avoid exposing your skin 
too much, please wear long sleeve clothes. Sandals and high heel shoes are 
prohibited for safety reasons. In addition for women, please refrain from wearing 
the skirt. 

 
表 4.2.3-3 関西電力大飯発電所（7 月 20 日開催）（1/2） 

Technical Tour 
 

Kansai Electric Power Company Ohi Nuclear Power Plant 
20 July, 2016 

 
Itinerary 
12:40 gather in front of Uminpia Ohi (lunch venue) 
12:40 -  move to Ohi NPP 
13:00 arrive at Ohi NPP 
13:00 - introduction of Ohi NPP at PR center 
13:30 - nuclear theater in PR center 
14:00 - facility tour 
  - Emergency air-cooled generator 
  - 500kVA power supply car 
  - Portable fire pomp 
  - Containment vessel for Ohi No.3 
- Turbine building for Ohi 3 and 4 
  - Main control room for Ohi 3 and 4 
  - Watertight door 
16:00 - leave Ohi NPP by bus  
17:10 arrive at Tsuruga Manten Hotel Ekimae 
 
Simple guidance 
The plant is owned by Kansai Electronic Power incorporated Company, so-called, 
KEPCO, and consists of four PWR units. The unit 1 is started its operation in 1979.
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表 4.2.3-3 関西電力大飯発電所（7 月 20 日開催）（2/2） 
 
Notice 
- Please bring your passport for identification. Driver’s license is acceptable for 
Japanese participants. 
- Please do not be late for the gathering time. 
- Taking photographs in this area is prohibited. 
- Smoking in this area is prohibited. 
- Please wear comfortable clothes on Technical Tour. To avoid exposing your skin 
too much, please wear long sleeve clothes. Sandals and high heel shoes are 
prohibited for safety reasons. In addition for women, please refrain from wearing 
the skirt. 

 
表 4.2.3-4 敦賀原子力防災センター（7 月 20 日開催） 

Technical Tour 
 

Tsuruga Off-site Center 
20 July, 2016 

 
Itinerary 
8:40  gather in lobby of Tsuruga Manten Hotel Ekimae 
Please finish your breakfast getting on the bus. 
8:50 - move to Tsuruga off-site center 
9:10  arrive at Tsuruga off-site center 
9:10 - introduction of this facility and NRA and facility visit 
10:40  leave off-site center for Uminpia Ohi (lunch venue) 
11:30 arrive at Uminpia Ohi (lunch venue) 
 
Simple guidance 
The government of Japan set the off-site center up for nuclear emergency 
preparedness and response to prevent from extension of accident damage and to 
ensure the local residents' safety. 
 
Notice 
- Please do not be late for the gathering time. 
- Smoking in this area is prohibited. 
- You’re moving to Uminpia Ohi for lunch after the technical tour. The lunch 
break has 1 hour 10 minutes. Then you’re leaving for Kansai Electric Power 
Company Ohi Nuclear Power Station. 
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4.2.4. その他 
 
(1) 開講式 
 開講式では、Mikhail Chudakov IAEA 事務次長からの挨拶があった。また、日本からは、上坂

充 IAEA 原子力エネルギー管理スクール実行委員長、高橋明男原子力人材育成ネットワーク委員

長、光石衛東京大学大学院工学系研究科長、岡芳明原子力委員会委員長、板倉周一郎文部科学省

大臣官房審議官、平井裕秀経済産業省国際エネルギー技術統括調整官が挨拶し、沢井友次原子力

人材育成ネットワーク事務局長が進行を務めた（付録 13）。文部科学省及び経済産業省への開講

式への出席の依頼については、実行委員会委員を通して行った。 
 
(2) 敦賀地区における研修 
今回、初めて実施することになった福井県、敦賀地区における研修に先だって、福井県の藤田

副知事からご挨拶いただいた。 
 
(3) 最終試験 
第 3 週の最終日に 2 時間の試験を実施した。問題は 3 週間のスクールの講義の中から出題し、

20 問の 4 択問題中 7 割である 14 問正解しないと、最終的に修了証を取得できないこととした。

択一問題では「不適当な記述」を選択させる問題を多く採用し、文章を丁寧に読ませるように配

慮した。エネルギー政策や原子力利用の基盤整備に関する問題を 5 問、原子力導入プロジェクト

に関する問題を 6 問、原子力安全に関する問題を 6 問、核物質の平和利用に関する問題を 3 問出

題したが、すべての受講生が要求基準を満たしたことから、知識の面で一定の教育効果があった

ことを確認できた。 
 
(4) 閉講式 
 最終日は、前日の試験の評価及び解説を行った後、閉講式（付録 14）を実施した。スクールの

主催者である開催国ホスト機関の各代表者及び IAEA 関係者からの祝辞と、受講生への修了書（付

録 15）を授与した。 
 
(5) 懇親行事等 
① 懇親行事 
 3 週間のスクール中に、主催者等による懇親行事を開催した。本スクールに参加している多様

な国籍、所属機関からの研修生同士が、各国の原子力分野で働く若手同士のネットワーワを形成

する上で非常に貴重な機会となった。会場については、以下のとおりである。IAEA 主催の懇親会

については、IAEA の担当者が、日本においての事前準備が難しいため、会場の事前予約は東京大

学、会場設営や食事の準備等は原子力機構が協力した。 
 
・歓迎会（山上会館/東京大学主催：7 月 11 日（月）） 
・同窓会（Alumni Association）後の懇親会 

（東京大学工学部 2 号館展示室/IAEA 主催：7 月 15 日（金）） 
・敦賀地区における懇親会 
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（ニューサンピア敦賀/福井県および若狭湾エネルギー研究センター主催：7 月 19 日（火）） 
・歓送会（東京大学第二食堂/原産協会主催：7 月 26 日（火）） 
 
② 同窓会（Alumni Association） 
スクール終了後も、築いた人脈などに継続した繋がりを持たせることを目的として、Japan- 

IAEA 合同 NEM スクール及び世界原子力大学（WNU）の卒業生、日本原子力学会原子力青年ネ

ットワーク連絡会（YGN）の代表者を招待し、外国人研修生の代表 3 名とともに、その国の YGN
及び人材育成ネットワーク活動について紹介する Social Event の時間を設けた。 
 
③ 休憩時間 
 毎日、午前および午後の講義の合間に 1 回、休憩時間を設けた。研修施設内のコーヒーブレイ

クスペースにおいて、セルフサービスのお茶、コーヒー等を準備した。講義の合間の休憩ととも

に、研修生同士で講義内容やワークプロジェクトについての議論にとどまらず、各国における生

活・文化など、多くの話題を話し合う場となっていた。また、同様に昼食時間も研修生同士の交

流の機会となっていた。 
 
(6) スクール終了後 
 スクール終了後、会場である山上会館大会議室の撤収作業を行い、その後、今回のスクールの

反省会を、開催ホスト機関と IAEA 廣瀬氏とで行った。また、次年度開催の時期についての検討

も行った。 
 8 月 10 日付で、前年度同様、IAEA に対して、今年度の協力に対しての礼状を兼ねて、2017

年も日本にて開催の意向を示す文書を送付した（付録 16） 
 また、内閣府原子力委員会へ、今年度のスクールの報告及び日本原子力学会誌での会議報告も

行った。 
 
4.3. アンケート 
4.3.1 アンケート調査の概要 
 
 アンケート調査として、スクールの講義の質や事務局の対応等に関する満足度を調べる講義評

価アンケート（付録 19）、及び研修生がスクールに参加することにより、どれだけ学習効果が得

られたかを調べるキーワード調査、達成度調査を実施した。 
キーワード調査と達成度調査は東京大学が主導して実施した。一般的に、研修プログラムのア

ンケート調査はお手盛りになりやすい性質があるが、担当者は「短期集中型のマネジメント教育

の教育効果の研究」という位置づけでアンケート調査を実施し、なるべく厳しい評価結果が得ら

れるよう工夫した。 
「キーワード調査」はスクールの開始前後に行い、「達成度調査」はスクール修了時に行った。

詳細な分析は研究対象でもあることから本稿では割愛するが、ここでは調査の概要と 2016 年の

結果の傾向について概説する。 
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4.3.2 キーワード調査 
 
この調査は、スクールの開始と終了時に実施した。これは、原子力のマネジメントに関連する

キーワードについて、どの程度の知識を有しているかを尋ねるアンケート調査であり、2015 年か

ら実施している。2016 年度は、プログラムに基づいて 38 個のキーワードを抽出した。キーワー

ドの内容を「他の人に説明できる」場合を 3 点、「知っている」場合を 2 点、「聞いたことがある」

場合を 1 点、「知らない」場合を 0 点としてキーワードの認知度を採点した。 
調査の結果、すべてのキーワードについて、認知度の増加が観察できた。受講前の全キーワー

ドの平均認知度は 1.3 点であったが、受講後のキーワード調査では 2.1 点に上昇した。 
 
4.3.3 達成度調査 

 
この調査は、スクール終了時に実施した。これは、東京大学など八大学の工学系研究科で卒業

時に実施する調査内容をアレンジしたアンケート調査であり、2013 年以降毎年実施している。こ

の調査は、さまざまな能力に関する二種類の自己評価からなっている。一つ目は、「いま自分はあ

る能力をどの程度持っていると思うか」という問いであり、二つ目は「スクールはある能力の獲

得にどの程度役だったと思うか」という問いである。原子力関連組織のマネジメントに必要とさ

れる素養を幅広く包含することを念頭に、評価対象となる能力を「原子力に関する統合的知識」

「自分の仕事と直結する専門知識」「問題発見能力」「問題解決能力」「国際チームで活躍できる能

力」「チームの一員として能力を発揮する力」「リーダーシップ」「英語でのコミュニケーション力」

「自分の専門外の分野への理解力」「技術倫理」の 10 項目に選定し、0～3 点の四段階評価で数値

化した。 
自分に不足しているという能力をスクールが与えたとすれば、スクールによる達成度は高かっ

たと判断できる。（スクールは短期研修であるので、不足している能力の補完を重視するが、長期

の課程の場合は、自己評価の高い能力に対する課程の貢献に着目すべきである）「原子力に関する

統合的知識」「自分の専門外の分野への理解力」「リーダーシップ」「国際チームで活躍できる能力」

の４項目は、自己評価の平均点と、スクールの寄与の平均点に 0.5 点以上の乖離があり、受講生

はスクールによってこれらの能力を補完できたと感じていることが明らかになった。 
 
4.4. 事務手続き 
 
(1) 研修施設・宿泊施設・移動 
東京は、東京大学近くの本郷地区に研修生全員が宿泊し、三菱重工業の神戸での施設見学の際

は、神戸駅近くに、敦賀では敦賀駅近くに宿泊し、敦賀ではホテルから若狭湾エネルギー研究セ

ンターを手配したバスで送迎した。東京から、神戸への移動及び敦賀から東京への移動について

は、グループプロジェクトの班ごとに、各自新幹線を利用した。新幹線等の鉄道運賃については、

事前に JICC より、旅行代理店に座席の近いチケットを手配していただき、別途研修生より代金

を徴収して、チケットを渡した。日本人研修生については、開講式の受付けの際にチケット代を

徴収し、原子力人材育成ネットワーク名で、領収書を渡した。7 月 12 日のスクール終了後に、旅

行代理店の担当者が山上会館で、直接研修生にチケットを渡した。外国人研修生（IAEA 費用負担
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国・自費参加国）は、同日同会場にて、直接旅行代理店に支払い、チケットを受け取った。JICC
費用負担国の外国人は、旅行代理店への支払いは、別途 JICC が行うため、チケットのみを受け

取った。 
約 3 週間の研修のため、スーツケースなど、荷物が多く、また不慣れな日本での公共交通機関を

利用した移動であったが、日本人研修生がリーダーシップを取って、問題なく移動することがで

きた。 
神戸のホテル～施設見学先の三菱重工業神戸造船所～敦賀への移動については、チャーターバ

スを利用した。 
 

(2) 食事 
 朝食は、宿泊施設から提供された。昼食については、研修生各自対応とし、東京大学内の会場

の際は、主に大学の食堂を利用した。敦賀の会場には食堂がないため、ホテル近隣のコンビニエ

ンスストアまたは、若狭湾エネルギー研究センターにてお弁当の注文によって対応した。夕食に

ついては、研修生各自で対応してもらうこととした。今回も、イスラム教徒で宗教上の理由によ

り食事制限のある数名の研修生については、以下のように対応した。 
  ・東京会場：東大・第二食堂／農学部食堂でハラル食対応可能。コンビニ等で調達もできる。 
  ・敦賀会場：コンビニ等で調達可能。 
 
(3) 講師の依頼 

IAEA 含む外国人講師及び日本人講師に依頼文書を送付した（付録 17, 18）。外国人講師につい

ては、IAEA が費用負担をした。今回、中国の Deng 氏招聘に当たっては、自国の日本大使館で査

証申請を行わなければならなかったため、必要書類（招聘理由書、滞在予定表、身元保証書、

Invitation Letter など)は、原子力機構で対応した。 
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5. おわりに 
 
 原子力機構は、主催者として原子力人材育成ネットワーク、開催地ホスト機関の東京大学、日

本原子力産業会、原子力国際協力センター及び若狭湾エネルギー研究センターとともに、IAEA の

協力のもと、「我が国の若手人材の国際化」、「新規原子力導入国等の人材育成への寄与」および「我

が国と IAEA との協力関係の促進」を目指して、東京大学及び福井県敦賀市で Japan-IAEA 合同

NEM スクールを 2016 年 7 月 11 日から 27 日まで開催した。 
 我が国開催における利点をいかし、日本の専門家による講義を取り入れ、また、例年 BWR 関

連の施設見学が多かったことから、今年は、関西電力大飯発電所をはじめとして PWR 関連施設

見学を実施した。日本の原子力導入や大飯発電所立地の経緯などは導入国にとって参考になり、

研修生の多くは、職員の方々の安全を第一に日々運営を行う姿勢に感銘を受けていた。また、三

菱重工業神戸造船所では、発電所では見られない蒸気発生器などを見学し、その大きさを直に感

じることができた。 
東京から関西への移動の際は、各グループで協力した新幹線で移動や、スクール卒業生による

同窓会及び、福井県の高校生の英語による交流活動など、日本独自のプログラムを取り入れ、毎

年充実したものとなっている。 
 本スクールでは、講義、グループワーク、カントリーレポート、施設見学、研修生の懇親行

事などの多様な機会を通じて、我が国の若手人材の国際化および新規原子力導入国等の人材育成

に寄与することができた。グループワークでは、今年度新たに導入した、論理的な思考をサポー

トする「Data Jacket を用いた市場型ワークショップ（IMDJ）」を用い、研修生が熱心に議論に

参加することで国際的なリーダーシップを身につけるための意義ある研修となった。 
講師については、IAEA より 8 名の協力を得ることができ、また、中国から講師を迎え、アジ

ア地域での開催色を出すことができたと考える。 
福井県の高校生と英語での交流会を実施し、研修生が地元の高校生と直接ふれあう機会を持つ

ことで、若年層に対するアウトリーチ活動の良い経験となった。また、高校生および自治体にと

っても国際交流の良い機会となった。 
スクール全体を通して、リーダーとなることが期待される若手人材に原子力に関連する幅広い

課題について学ぶ機会を与えることができ、IAEA が進める新規原子力導入国の原子力人材育成

に大きく貢献することができたと考える。 
関係者一同、今後も継続的に本スクールを実施することを通し、さらなる協力関係の促進に貢

献したいと願っている。 
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付録 1 写真 

写真 1 スクール開講式 2016 年 7 月 11 日 東京大学山上会館 

 

 

写真 2 IAEA の Chudakov 事務次長の挨拶

 

 

写真 3 リスクマネジメントと PA  
Tigerstedt 氏（IAEA） 

 

 

写真 4 福井県高校生との交流会 
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写真 5 山上会館（東京大学本郷キャンパス）

 

 

写真 6 若狭湾エネルギー研究センター 

 

写真 7 三菱重工業神戸造船所見学 

 

写真 8 原子力関連学習施設 
  （あっとほうむ） 

 

写真 9 大飯発電所シースルー見学施設 
（中央制御室） 
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写真 10 敦賀原子力防災センター 
   

写真 11 上坂実行委員長からの修了証の授与

 

写真 12 スクールを終えて（開講式） 
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付録 2 実行委員会名簿 
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付録 7 開催案内（Japan-IAEA joint nuclear energy management school 2016） 
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付録 13 開講式次第（Opening ceremony agenda） 
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付録 14 閉講式次第（Closing ceremony agenda） 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）

乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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